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法人企業統計調査における 

季節調整の対象項目の追加等について 

 

 

1．季節調整の対象項目の追加等 

 法人企業統計調査の季節調整値については、これまで「売上高」「営業利益」「経常利

益」「設備投資（ソフトウェアを除く）」の４項目を対象としておりましたが、「設備投資

（ソフトウェアを含む）」の季節調整値の要望を多くいただいていたこと、また、季節調

整を行うために必要なデータが蓄積されたことから、季節調整の対象項目に新たに「設備

投資（ソフトウェア）」を追加することといたしました。 

「設備投資（ソフトウェアを含む）」の季節調整値については、「設備投資（ソフトウェ

アを除く）」と「設備投資（ソフトウェア）」で系列ごとに季節調整を行い、算出されたそ

れぞれの季節調整値を合算して求めることとしております。 

 なお、法人企業統計調査の季節調整方法については、米国商務省センサス局が開発した

X-12-ARIMA を利用しており、その設定内容については、法人企業統計研究会において毎年

定期的に見直しています。今般、平成 31 年 1-3 月期までのデータを用いて見直しを行っ

た結果、営業利益の非製造業及び経常利益の製造業で RegARIMA モデルを変更することと

しております。 

 

2．実施時期 

 上記の対象項目追加等については、平成 31 年 4-6 月期調査から実施いたします。 

 

 

※ 詳細は琉球大学国際地域創造学部 高岡 慎准教授「2019 年 4-6 月期以降に用いる X-

12-ARIMA スペックについて」をご参照願います。 

（http://www.mof.go.jp/pri/reference/ssc/summary/report_190628.pdf） 
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